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③�

特
定
防
火
対
象
物
に
お
け
る
防
火
安

全
対
策

　

劇
場
・
遊
技
場
・
飲
食
店
・
物
品
販

売
店
舗
、
旅
館
・
ホ
テ
ル
・
病
院
・
老

人
福
祉
施
設
お
よ
び
小
規
模
雑
居
ビ
ル

な
ど
の
不
特
定
多
数
の
人
や
高
齢
者
等

が
利
用
す
る
施
設
で
は
、
防
火
管
理
体

制
、
避
難
施
設
お
よ
び
消
防
用
設
備
等

の
維
持
管
理
を
徹
底
し
、
対
象
物
の
防

火
安
全
に
努
め
ま
し
ょ
う
。

住
宅
防
火 

命
を
守
る 

７
つ
の
ポ
イ
ン
ト

①
寝
た
ば
こ
は
、
絶
対
や
め
る

② 

ス
ト
ー
ブ
は
、
燃
え
や
す
い
も
の
か

ら
離
れ
た
位
置
で
使
用
す
る

③ 

ガ
ス
こ
ん
ろ
な
ど
の
そ
ば
を
離
れ
る

と
き
は
、
必
ず
火
を
消
す

① 

逃
げ
遅
れ
を
防
ぐ
た
め
に
、
住
宅
用

火
災
警
報
器
を
設
置
す
る

② 

寝
具
、
衣
類
お
よ
び
カ
ー
テ
ン
か
ら

の
火
災
を
防
ぐ
た
め
に
、
防
火
品
を

使
用
す
る

③ 
火
災
を
小
さ
い
う
ち
に
消
す
た
め

に
、
住
宅
用
消
火
器
等
を
設
置
す
る

④ 

お
年
寄
り
や
体
の
不
自
由
な
人
を
守

る
た
め
に
、
隣
近
所
の
協
力
体
制
を

つ
く
る

秋
季
全
国
火
災
予
防
運
動

総
務
課　

内
線
２
３
５

町
営
住
宅
入
居
者
募
集

建
設
課　

内
線
２
４
２

付
す
る
こ
と
が
所
得
税
法
で
義
務
付
け

ら
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
た
め
、
保
険
料
を
納
付
し
た
旨

を
証
明
す
る
書
類
が
必
要
に
な
る
こ
と

か
ら
、
社
会
保
険
庁
で
は
「
社
会
保
険

料
（
国
民
年
金
保
険
料
）
控
除
証
明
書
」

（
ハ
ガ
キ
様
式
）
を
、
11
月
上
旬
ま
た

は
翌
年
２
月
に
お
送
り
す
る
こ
と
に
し

て
い
ま
す
。

11
月
送
付
対
象
者

　

１
月
１
日
か
ら
９
月
30
日
ま
で
の
間

に
国
民
年
金
保
険
料
の
納
付
実
績
が
あ

る
方
。

翌
年
２
月
送
付
対
象
者

　

10
月
１
日
か
ら
12
月
31
日
ま
で
の
間

に
そ
の
年
初
め
て
国
民
年
金
保
険
料
の

納
付
が
あ
っ
た
方
。

国
民
年
金
保
険
料
の
領
収
証
書
は
大
切

に
！

　

国
民
年
金
保
険
料
の
納
め
忘
れ
等
に

よ
り
納
付
が
遅
れ
る
と
、
証
明
額
等
に

記
載
さ
れ
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。
こ

の
場
合
は
、
領
収
証
書
に
よ
り
控
除
額

を
自
己
申
告
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
の

で
、
国
民
年
金
保
険
料
の
領
収
証
書
は

大
切
に
保
管
し
て
く
だ
さ
い
。

※
な
お
、
年
末
調
整
の
手
続
き
等
に
つ

い
て
は
、税
務
署
に
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

社
会
保
険
庁
の
問
い
合
わ
せ
窓
口
は

控
除
証
明
専
用
ダ
イ
ヤ
ル　
　
　
　
　

☎
０
５
７
０
・
０
７
０
・
１
１
７

　

Ｉ
Ｐ
電
話
（
ひ
か
り
電
話
等
）
の
方

は
☎
０
３
・
６
７
４
８
・
８
８
８
２
へ
お

か
け
く
だ
さ
い
。（
平
成
20
年
11
月
４

日
〜
平
成
21
年
３
月
13
日
ま
で
、
平
日

９
時
〜
17
時
）

全
国
統
一
防
火
標
語

　
「
火
の
し
ま
つ　

君
が
し
な
く
て

誰
が
す
る
」

実
施
期
間

　

11
月
９
日
㈰
〜
11
月
15
日
㈯

重
点
目
標

①
住
宅
防
火
対
策

　

平
成
19
年
中
の
住
宅
火
災
に
よ
る
死

者
は
１
，
１
４
８
人
で
、
そ
の
う
ち

59
・
６
％
を
65
歳
以
上
の
高
齢
者
が
占

め
て
い
ま
す
。
ま
た
、
死
者
の
発
生
し

た
経
過
で
は
約
60
％
が
逃
げ
遅
れ
に
よ

る
も
の
で
す
。
火
災
を
早
期
に
発
見
し
、

逃
げ
遅
れ
な
ど
に
よ
る
死
傷
者
を
低
減

さ
せ
る
た
め
に
も
、
住
宅
用
火
災
警
報

器
を
設
置
し
ま
し
ょ
う
。

②
放
火
火
災
・
連
続
放
火
火
災
予
防

　

全
国
で
放
火
に
よ
る
火
災
は
、
10
年

連
続
し
て
出
火
原
因
の
第
１
位
と
な
っ

て
い
ま
す
。
家
庭
内
で
は
も
ち
ろ
ん
の

こ
と
、
町
内
会
お
よ
び
住
民
等
が
連
携

し
て
、
放
火
さ
れ
な
い
環
境
づ
く
り
に

努
め
ま
し
ょ
う
。

対
象
住
宅

　

空
家
住
宅
（
10
頁
表
の
と
お
り
）

申
込
資
格

① 

現
に
同
居
し
、
ま
た
は
同
居
し
よ
う

と
す
る
親
族
が
あ
る
者
。
た
だ
し
、

単
身
者
の
入
居
が
可
能
な
住
宅
を
除

く
。

② 

そ
の
他
特
別
の
事
情
の
あ
る
者
（
申

込
時
に
相
談
し
て
く
だ
さ
い
）

③ 

条
例
に
定
め
る
収
入
基
準
（
左
表
）

に
該
当
す
る
者
（
収
入
基
準
は
公
営

住
宅
に
適
用
さ
れ
ま
す
）

④ 

市
町
村
税
を
完
納
し
て
い
る
者
（
軽

３
つ
の
習
慣

４
つ
の
対
策

◎収入基準
種別 基準（所得月額）  基準額算定例

公営住宅

一般世帯
200,000円以下

高齢者、障害者等
の世帯
268,000円以下

｛所得合計－控除額（扶養
･特扶養･寡婦･障害･老人）
×該当人数}÷12月

控除額
同居扶養 38万円
特定扶養 20万円
寡婦（夫） 27万円
障害（１．２級） 40万円
障害（３～６級） 27万円

特定公共
賃貸住宅

200,000円を超え　
601,000円以下


